
　　　（夜間）　　090－4349－6114

　　　　　　　　　　　　　　　注１

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

平成２３年５月１日現在　　

　　　職名・氏名　　学務
ガ ク ム

部長
ブチョウ

　中村
ナカムラ

　稔
ミノル

　作成担当者

　　担当部局（課）名

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　0985－83－3383

学校法人　南九州学園　　　

[平成２２年度設置］

【認可】設置に係る設置計画履行状況報告書

南九州大学　人間発達学部

　　　計画の区分：学部の設置

　　　電話番号　　0985－83－3448

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

　　　　「留意事項実施状況報告書」の場合は，表題を修正してください。

（注）１　「計画の区分」は認可時の基本計画書の「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　　　例）　○○大学　△△学部

　　　　　　　　　　　　（□□学部）

　　　ｅ－mail　　nakamura@nankyudai.ac.jp

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　認可時から対象学部等の名称変更があった場合には，表題には認可時の旧名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて，現在の名称を記載してください。

　　　　　・大学新設の場合：「○○大学」

　　　　「意見伺い」の場合は，表題を修正してください。

　　　３　大学番号の欄については、平成２３年３月11日付事務連絡「大学等の設置に係る設置計画履行状況報告書等

　　　　　の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

認可

大学番号：私583
注３
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　１．調査大学等の概要等

　２．授業科目の概要
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　４．既設大学等の状況

　５．教員組織の状況

　６．留意事項に対する履行状況等

　７．その他全般的事項



届　　出　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ ハセガワ　ジロウ ）

長谷川　二郎

（平成21年4月）

（ ハセガワ　ジロウ ）

長谷川　二郎

（平成21年4月）

（ クロギ　テツノリ ）

黒木　哲徳

（平成22年4月）

（ クロギ　テツノリ ）

黒木　哲徳

（平成22年4月）

学　　長

職　　名

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

学 部 長

学科長等

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学　校　法　人　　　南　九　州　学　園

　　　　南　　九　　州　　大　　学

　　　　宮崎県都城市立野町3764番地１（宮崎県宮崎市霧島五丁目１番地２）

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒885-0035（〒880－0032）

（３） 大学の位置

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　平成２３年度に報告する内容　→（23）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　（例）平成２０年度に報告済の内容　→（20）

　　　　記入してください。
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　人間発達学部

　子ども教育学科

　　学士（教育学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

－人 －人 －人 －人 80人 0人 80人 0人

－ － － － 58 0 89 0

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　0　) (　0　) (　0　) (　0　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

－ － － － 57 0 88 0

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　0　) (　0　) (　0　) (　0　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

－ － － － 57 0 84 0

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　0　) (　0　) (　0　) (　0　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

－ － － － 45 0 52 0

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　0　) (　0　) (　0　) (　0　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　　ください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

(　 0 　)

[ 　0　 ]

(　 0 　)

[ 　0　 ]

志願者数

Ｂ　 入学者数

　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

－ 0.650.56－

Ａ　 入学定員

　　　　　　　

備　　考
平成２２年度平成２１年度

平均入学定員
超 過 率

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

平成２０年度 平成２３年度

人

（注）・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　（５）－①　調査対象学部等の名称，定員

調査対象学部等の
名称（学位）

備　　　　　考
収容定員編入学定員入学定員

設 置 時 の 計 画

修業年限

（５）　調査対象学部等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください。

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し，５年以上の場合
　　　・　様式は，平成２０年度開設の４年制の学科の場合（平成２３年度までの４年間）ですが，開設年度・

　　　　には，欄を設けてください。）

３２０人年次８０人４年

合格者数

受験者数
0.60倍

[ 　－　 ]

(　－ 　)

[ 　－　 ]

(　－ 　)

　　　　記載してください。

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位まで記入してください。

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「平成２０～２２年度」には，確定した数値を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　・　「平成２３年度」には，平成２３年５月１日現在の状況を記入してください。

（注）・　（　 ）内には，編入学の状況について外数で記入してください。なお，編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には，((  ))書きとするなどし，その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　「－」を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　0　 ] [　0 　] [　0　 ] [　0 　]

45 0 52

[　－ ] [　－ ] [　0　 ] [　0　 ] [　0　 ] [　0 　]

0 0 44 0

[　0　 ] [　0　 ] [　0　 ] [　0　 ]

0 0 0 0

[　0　 ] [　0　 ]

0 0

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

96

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学整数を記入してください。

－

[　　0　　 ][　　0　　 ][　　－ 　][　　－ 　]

３年次

４年次

　　　　記載してください。

備　　　　　考

１年次

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

平成２３年度平成２１年度 平成２２年度

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

２年次

計

（注）・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

45－

　　　　ください。

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

平成２０年度

　　　・　「平成２３年度」には，平成２３年５月１日現在の状況を記入してください。

　　　・　「平成２０～２２年度」には，確定した数値を記入してください。
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年 人 人

報告年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　　ください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

収容定員入学定員修業年限

平成２１年度

　　　・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　（５）－②　調査対象研究科等の入学者の状況

（注）・「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

平成２３年度平成２２年度

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位まで記入してください。

又は　

　　博士（○○）　

受験者数

志願者数

　　修士（○○）　

　　　○○専攻（○○課程）

(　　 　) (　　 　) (　　 　)

（５）　調査対象研究科等の名称，定員，入学者の状況等「該当なし」

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください。

　　　・　様式は，平成２１年度開設の博士後期課程の場合（平成２３年度までの３年間）ですが，開設年度・

基礎となる学部等

調査対象研究科等
の名称（学位）

　

　○○研究科

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が２年以下の場合には欄を削除し，４年以上の場合

　　　　には，欄を設けてください。）

設 置 時 の 計 画

　（５）－①　調査対象研究科等の名称，定員

備　　　　　考

（注）・ （　 ）内には，社会人の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入てください。

　　　・　「社会人」については，認可申請書において貴学が定める社会人の定義に従って記入してください。

　

平均入学定員
超 過 率

備　　　　　考

Ａ　 入学定員

倍

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　・　「平成２０～２２年度」には，確定した数値を記入してください。

[ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ]

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

Ｂ　 入学者数

合格者数

　　　　記載してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・　「平成２３年度」には，平成２３年５月１日現在の状況を記入してください。
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報告年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[　 　] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

[　　 ] [　　 ] [　　 ] [　　 ]

[　　 ] [　　 ]

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　「平成２０～２２年度」には，確定した数値を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

[　　　　 ]

　　　　記載してください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

（注）・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

計

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　（５）－③　調査対象研究科等の在学者の状況

平成２３年度平成２２年度平成２１年度
備　　　　　考

１年次

　

２年次

３年次

[　　　 　]

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学整数を記入してください。

　　　・　「平成２３年度」には，平成２３年５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

[　　　　 ]

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して
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[　　　] [　　　]

うち平成２０年度入学者 人 うち平成２０年度 人

[　　　] [　　　]

うち平成２０年度入学者 人 うち平成２０年度 人

うち平成２１年度入学者 人 うち平成２１年度 人

[　 0　] [　 0　]

うち平成２０年度入学者 人 うち平成２０年度 人

うち平成２１年度入学者 人 うち平成２１年度 人

うち平成２２年度入学者 1人 うち平成２２年度 45人

（注）・　各年度の退学者数・在学者数については，該当年度間（例えば，平成22年度であれば，平成22年4月1日から平成23年3月末

　　　　前年度までの確定した在学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第２位を四捨五入し，小数点以下

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に，その人数も含めて記入してください。

　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　　　　・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度における退学者数】を，【当該対象年度の入学者数＋当該対象年度

　　　　第１位までを記入してください。なお，参考までに例示を添付しますので，そちらをご参照ください。

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる
　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

平成２１年度

（平成21年4月1日～
平成22年3月31日）

平成２２年度

（平成22年4月1日～
平成23年3月31日）

計 （累積）計

　　　・　　[　　]内には，留学生の状況について内数で記入してください。

　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

平成２０年度

（平成20年4月1日～
平成21年3月31日）

退学者数（ａ） 在学者数（ｂ）
入学者に対する
退学者数の割合

（a/ｂ）

　　　 ％

　　　　　　区　分

 対象年度

計 （累積）計

　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記載
　　してください。

（主な退学理由）

計 （累積）計

（主な退学理由）
・進路変更　1人

　　　 ％

（主な退学理由）

2.2%

　　　　まで）の状況を記載してください。また，数字については確定した数値を記入してください。
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記入例

（例）
平成２０年４月に開設した学部で入学定員１００名として，

・　平成２０年度は１００名（うち，留学生１０名）が入学し，５名（うち，留学生３名）が退学。

・　平成２１年度は１００名（うち，留学生１０名）が入学し，平成２０年度入学者の２名（留学生

　はなし）と，平成２１年度入学者の３名（留学生はなし）が退学。

・　平成２２年度は１００名（うち，留学生１０名）が入学し，平成２０年度入学者の１名（うち，

　留学生１名）と平成２１年度入学者の２名（うち，留学生１名）が退学。

[　3　] [　10　]

うち平成２０年度入学者 5 人 うち平成２０年度 100 人

[　0　] [　20　]

うち平成２０年度入学者 2人 うち平成２０年度 95人

うち平成２１年度入学者 3人 うち平成２１年度 100人

[　2　] [　30　]

うち平成２０年度入学者 1人 うち平成２０年度 93人

うち平成２１年度入学者 2人 うち平成２１年度 97人

うち平成２２年度入学者 0人 うち平成２２年度 100人

　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記載
　　してください。

（主な退学理由）
・他の教育機関への入学・転学　　2人
・家庭の事情　　　　　　　　　　3人

計 （累積）計

（主な退学理由）
・学力不足　　　　　　　　　　　 1人
・就職　　　　　　　　　　　　　 1人
・その他（本学他学科への転学）　 1人

2.6％

（主な退学理由）
・就学意欲の低下　　　　　　　　1人
・海外留学　　　　　　　　　　　2人
・学生個人の心身に関する事情　　2人

1.0％

　　　　まで）の状況を記載してください。また，数字については確定した数値を記入してください。

　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

平成２０年度

（平成20年4月1日～
平成21年3月31日）

退学者数（ａ） 在学者数（ｂ）
入学者に対する
退学者数の割合

（a/ｂ）

5.0％

　　　　　　区　分

 対象年度

計 （累積）計

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる
　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

平成２１年度

（平成21年4月1日～
平成22年3月31日）

平成２２年度

（平成22年4月1日～
平成23年3月31日）

計 （累積）計

　　　・　　[　　]内には，留学生の状況について内数で記入してください。

（注）・　各年度の退学者数・在学者数については，該当年度間（例えば，平成22年度であれば，平成22年4月1日から平成23年3月末

　　　　前年度までの確定した在学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第２位を四捨五入し，小数点以下

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に，その人数も含めて記入してください。

　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　　　　・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度における退学者数】を，【当該対象年度の入学者数＋当該対象年度の

　　　　第１位までを記入してください。なお，参考までに例示を添付しますので，そちらをご参照ください。

前年度までの退学者数を，

前年度の在学者数から減

らした人数を記入してく
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必 修 選 択 自 由 教 授 准 教 授 講 師 助 教 助 手

１前 2

１通 2

１通 2

１前 2

１後 2

２前 2

２後 2

１後 2

１通

１前 2 1

１後 2

１前 2

1･2･3･4前 2

1･2･3･4後 2

1･2･3･4前

1･2･3･4後 2

1･2･3･4後 2

1･2･3･4後

1･2･3･4前 2

1･2･3･4後 2

1･2･3･4後 2

１前 2 1 オムニバス

1･2･3･4後

1･2･3･4前 2

1･2･3･4前 2

1･2･3･4前

1･2･3･4後 2

1･2･3･4後 2

1･2･3･4後

1･2･3･4前 2

1･2･3･4前

1･2･3･4後 2 1

1･2･3･4後 2

1･2･3･4前

1･2･3･4後 2 1

1･2･3･4前 2 1

1･2･3･4前

1･2･3･4後 2

1･2･3･4前 2

1･2･3･4後 2

1･2･3･4後 2

1･2･3･4後 2

1･2･3･4後

1･2･3･4前 2

1･2･3･4後 2

哲学

数学と文化

現
代
社
会
と
人
間

専任教員就任辞退により，専任教員減
（22）現代人のこころ

教育効果に配慮し，配当年次を変更
（22）社会学

法学

経済学

国際関係論

教育効果に配慮し，配当年次を変更
（22）考古学

倫理学

教育効果に配慮し，配当年次を変更
（22）歴史と社会

伝承文学と民話

教育効果に配慮し，配当年次を変更
（23）

化学の世界

教育効果に配慮し，配当年次を変更
（22）物理の世界

生物の世界

地学の世界

人
間
の
歴
史
と
思
想

都城の文化と歴史

教育効果に配慮し，配当年次を変更
（22）民俗学

宗教学

教育効果に配慮し，配当年次を変更
（22）
教員資格審査不可判定による変更
（22）

スポーツと健康

保健講義

キャリアデザイン

教
養
教
育
科
目

環
境
と
サ
イ
エ
ン
ス

人間と自然の共生

環境問題入門

教育効果に配慮し，配当年次を変更
（22）生命科学

備　　　考

ベ
ー

シ
ッ

ク
ス
キ
ル

言葉と文章

情報処理論Ⅰ

情報処理論Ⅱ

英語コミュニケーションＡ

英語コミュニケーションＢ

英語Ａ

英語Ｂ

統計学

２　授業科目の概要

〈人間発達学部　子ども教育学科〉

（１） 授業科目表

科目区
分 授業科目の名称

配当
年次

単位数 専任教員等の配置

教育効果に配慮し，配当年次を変更
（23）

時事問題研究

教育効果に配慮し，配当年次を変更
（22）日本国憲法

メディア論
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必 修 選 択 自 由 教 授 准 教 授 講 師 助 教 助 手

1

１前 2 2

１前 2 2 1

１後

１前 2 1

１後 2 1

１後 2

１前 2 1

１後 2 1

３前 2 1

１後 2 1

２前 2 1

２前 2

３・４前

３・４後 2

食物アレルギー論 ３・４後 2

２前 2

２後 2

２後 1

２前 2

３前 2

２前 2 1

３前 2 1

３前 2 1

３前 2 1

４後 2 1

４前 2 1

３前 2 1

３後

３後 2 1

３後 2 1

４前 2 1

１後 2 1

１通 1 1

２通 1 1

子どもと手作り遊び ４前 2 1

４前 2 1

３前

４前 2 1

３前 2 教育効果に配慮し，科目を統合（23)

２後 2 1

１後 2

２後 2 1

３・４前 2

３・４前 2

地域食文化論 ３・４前 2

地産地消論 ３・４後 2

３・４後 2

４後 2

児童福祉論

社会福祉論

社会福祉援助技術

園芸療法論

社会福祉

園芸療法実習

コミュニケーション教育

子
ど
も
と
地
域

子どもと地域

子ども支援地域活動Ⅰ

子ども支援地域活動Ⅱ

子どもと民話

子育て支援論

家族援助論

臨床心理学

親子関係論

幼児理解

教育相談

専任教員就任辞退により，専任教員減
（22）
教育効果に配慮し，科目を削除（23)

ライフスキル教育

乳児保育

精神保健

養護原理

社会的養護

養護内容

専任教員就任辞退により，専任教員減
（22）障害児心理学

保育原理Ⅰ

保育原理Ⅱ

子どもと教育の歴史

子
ど
も
の
心
身

専任教員就任辞退により，専任教員減
（22）発達心理学Ⅰ

発達心理学Ⅱ

小児栄養

子どもと食育

小児保健実習

専任教員就任辞退により，専任教員減
（22）人間発達概論

子どもと現代社会

教育原理

教育と社会

教育心理学

科目区
分 授業科目の名称

配当
年次

単位数 専任教員等の配置
備　　　考

教育効果に配慮し，配当年次を変更
（23）専

門
基
礎
科
目

教育効果に配慮し，科目を統合（23）

子どもの食と栄養 教育効果に配慮し，科目名称を変更
（23）

教育効果に配慮し，配当年次を変更
（23）

子どもの保健ⅠＡ

子どもの保健ⅠＢ

教育効果に配慮し，科目名称を変更
（23）

教育効果に配慮し，科目名称を変更
（23）

児童家庭福祉 教育効果に配慮し，科目名称を変更
（23）

教育効果に配慮し，科目を統合（23）

小児保健Ⅰ

小児保健Ⅱ

教育効果に配慮し，科目名称を変更
（23）

社会的養護内容 教育効果に配慮し，科目名称を変更
（23）

保育相談支援

子育て家庭支援論 教育効果に配慮し，科目名称及び配当
年次を変更（23）

教育効果に配慮し，科目を追加（23）

障害児保育

教育効果に配慮し，科目名称を変更
（23）

相談援助 教育効果に配慮し，科目名称を変更
（23）

地域計画論

生涯学習概論

専
門
教
育
科
目

入
門
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必 修 選 択 自 由 教 授 准 教 授 講 師 助 教 助 手

１後 2 1

２前 2

３後 2 1

４前 2 1

４前 2

自然と昆虫 ４前 2

２後 2

３・４前 2

３・４前 2

３・４後 2

３・４前 2

１後 2 教育効果に配慮し，科目を追加（23)

１前 2 1

２後 2

１後 2 1 教育効果に配慮し，科目を追加（23)

２後 2 1

３前 2 1

２前 2 1

２後 2

２前 2

２後 2 1

２後 2 1

２後 2 1

２後 2 1

２前 1 1

２後 1 1

３前 1

３後 1

３前 1 1

１後 2

２前 2 1

２後 2 1

２後 2 1

２前 2 1

２前 2

２後 2

１後 2 1

１後 2 1

２前 2 1

４後 2

２後 2

３前 2 1

３前 2 1

３前 2

２後 2

３前 2 1

３前 2 1

３後 2

３前 2 1

３後 2 1

４前 2 1

４前 2

３後 2

３後 2 2

教職実践演習 ４後 2 3 1 2

教科教育法（家庭）

教科教育法（体育）

道徳教育の研究

特別活動論

生徒指導・進路指導

特別支援教育論

キャリア教育演習

教科教育法（理科）

教科教育法（生活）

教科教育法（音楽）

教科教育法（図画工作）

図画工作

体育

子どもと英語教育

教科教育法（国語）

教科教育法（社会）

教科教育法（算数）

社会

算数

理科

生活

家庭

音楽

音楽演習Ｂ

音楽演習Ｃ

音楽演習Ｄ

図画工作演習

幼児体育

国語

保育内容指導法（健康）

保育内容指導法（言葉）

保育内容指導法（音楽表現）

保育内容指導法（造形表現）

保育内容指導法（人間関係）

音楽演習Ａ

単位数 専任教員等の配置
備　　　考

教職概論

教育制度論

教育課程論

環境問題演習

自然緑地計画論

グリーンツーリズム論

学校ビオトープ

科目区
分 授業科目の名称

配当
年次

子どもの野外レクリエーション

環境教育論

環境教育演習

専
門
教
育
科
目

教育の方法と技術

保育内容総論

保育内容指導法（環境）

食と農業

農業実習

保育者論

子
ど
も
の
保
育
と
教
育

保育・教育課程論

子
ど
も
と
自
然
環
境

子どもと自然
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必 修 選 択 自 由 教 授 准 教 授 講 師 助 教 助 手

2

３通 1

４前 1 教育効果に配慮し，科目を追加（23)

３前 2

３後 2 1

４前 2 1

４前 2 1

２後 1 1

２後 1 1

３後 1 1

３後 4 1

４後 2 1

2

１後 2 3 2 2

6

２通 2 7 3 5

6

３通 2 7 3 5

6

４通 2 7 3 5

6

卒業研究 ４通 4 7 3 5

（２） 授業科目数

選　択 自　由 計 必　修
科目 科目 科目 科目

１３１ ０ １４７ １６

［　０　］

　　　別課程としている授業科目については算入する必要はありません。）とともに，［　］内に，認可時の計画

１３１ ０ １４７１６

（注）・未開講である場合や，配当年次に関わらず，教育課程上の授業科目数を記入する（資格に関する課程など，

［　０　］

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても，「（１）授業科目表」にはその状況を

　　　　反映させてください。（ただし、「（３）未開講科目」欄には記載する必要はありません）。

子ども教育プレゼミ

選　択

卒
業
研
究

科目 科目

　　　からの増減を記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

（注）・  認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

　　　　で，前年度報告時（平成２２年度に認可された大学等は設置認可時）より変更されているものは赤字見え消し

　　　　修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。

科目

　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記載する必要がなかった学部等（平成１９年度認可

［　０　］ ［　０　］

必　修
科目

専任教員就任辞退により，専任教員減
（22）

自　由 計

　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記載してください。また，前年度報告時より修正があれば，

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

認可時の計画 変更状況
備　　　　　　　　　考

教育実習Ⅰ

教育実習Ⅱ

ゼ
ミ
ナ
ー

ル

専任教員就任辞退により，専任教員減
（22）子ども教育入門ゼミ

専任教員就任辞退により，専任教員減
（22）

専任教員就任辞退により，専任教員減
（22）子ども教育専門ゼミⅠ

専任教員就任辞退により，専任教員減
（22）子ども教育専門ゼミⅡ

教育実習事前事後指導

保育実習事前事後指導

保育実習Ⅰ

観察実習（事前事後指導含む）

介護等体験（事前事後指導含む）

保育実習Ⅱ

保育実習Ⅲ

保育実習Ⅳ

教育効果に配慮し，科目名称及び単位
数を変更（23）

保育実習指導Ⅱ又はⅢ

専
門
教
育
科
目

保育実習ⅠＡ

保育実習ⅠＢ

保育実習Ⅱ

保育実習Ⅲ

保育実習指導Ⅰ

授業科目の名称
配当
年次

単位数 専任教員等の配置
備　　　考

保
育
・
教
育
実
習

教育効果に配慮し，科目名称を変更
（23）

教育効果に配慮し，科目名称を変更
（23）

教育効果に配慮し，科目名称を変更
（23）

教育効果に配慮し，科目名称を変更
（23）

科目区
分
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 未開講の理由，代替措置の有無

１

２

３

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 廃止の理由，代替措置の有無

１ ライフスキル教育 2 3 専門 選択

（注）・小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位までを記入してください。

　　　　

（６） 「認可時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

担当教員の辞任に伴い「ライフスキル教育」を廃止した。教育内容については「コミュニケーション教育」で補えると
考える。学生には在学生オリエンテーション等で周知した。

＝

（注）・　設置認可時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

認可時の計画の授業科目数の計
0

未開講科目と廃止科目の計

（４） 廃止科目

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。（ただし，未開講

　　　　科目があった場合は，（１）「授業科目表」にその状況を反映させてください。）

　　　　記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　設置認可時の計画にあった授業科目を何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　知方法」を記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

（３） 未開講科目

14



備考

フィールドセンターを
整備（22）

大学全体

申請学部全体

　　　　を併せて提出してください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２３年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その

　　　　理由及び報告年度「（23）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常経費補助金，資産運用収益，雑収入等

（注）・　設置認可時の計画を，認可申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれて

　　　　いる場合，複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

1,150千円 910千円 920千円 930千円 －　千円 －　千円

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

4,500千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等 540千円 2,160千円 設備購入費 205,510千円 0千円 0千円

学生１人当
り

納付金

開設前年度 開設年度 完成年度

(８) 教員１人当り研究費等 434千円 434千円 図書購入費 35,000千円 4,500千円
経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

1,616.50㎡ グラウンド１面 テニスコート２面

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

1,246.00㎡ 189席 114,000冊

1〔　1 〕 35 2,971 6

（ 6,604〔 812〕）
6,000〔 1,000〕

（　42〔　12〕）
38〔　8〕

（　　0〔　0 〕）
1〔　1 〕

(　20　) ( 2,971 ) (　6　)

教育効果に配慮し，図
書・設備の内容を変更
した（22）

（ 6,604〔 812〕）
6,000〔 1,000〕

（　42〔　12〕）
38〔　8〕

（　　0〔　0 〕）
1〔　1 〕

(　20　) ( 2,971 ) (　6　)

点 点

人間発達学部
8,000〔1,100〕　 38〔　8 〕　 1〔　1 〕　 35 2,971 6

機械・器具 標　　本
(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

図
書
・
設
備

冊 種 〔うち外国書〕 点

計

8,000〔1,100〕　 38〔　8 〕

(４) 専任教員研究室
新設学部等の名称 室　　　　　　数

人間発達学部　子ども教育学科 22 室

31室 40室
2室 1室

（補助職員　　0人）（補助職員　　0人）

（　　　　　　0㎡） （　　　　　　0㎡）（　　　　　　20,045.79㎡）

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

12室

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

20,045.79㎡ 0㎡ 0㎡ 20,045.79㎡

（　　　　　　20,045.79㎡）

そ　の　他
35,066㎡
7,186㎡

㎡ ㎡
35,066㎡
7,186㎡

合　　　計
94,002㎡
68,122㎡

㎡ ㎡
94,002㎡
68,122㎡

㎡ 18,140㎡

小　　　計 58,936㎡ ㎡ ㎡ 58,936㎡

計

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地 40,796㎡ ㎡ ㎡ 40,796㎡

運動場用地 18,140㎡ ㎡

３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用
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大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

定　員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

園芸学部

　園芸学科 4 － － － 学士（農学） 昭和42年度

環境造園学部

　造園学科 4 － － － 学士（農学） 平成14年度

　地域環境学科 4 － － － 学士（農学） 平成14年度

健康栄養学部 0.90

　管理栄養学科 4 60 － 240 学士（栄養学） 1.09 平成15年度

　食品健康学科 4 40 － 160 学士（食品学） 0.72 平成15年度

環境園芸学部 0.84

　環境園芸学科 4 130 － 520 学士（農学） 0.84 平成21年度

大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

定　員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

国際教養学科 2 125 － 250 1.12 平成15年度

　　　・　「定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

　　　　平均の小数点第２位まで（小数点第３位を切り捨て）を，学科（短期大学において専攻課程を設置

　　　　している場合には，専攻課程）単位で記入してください。なお，学生募集停止を行った学科（短期

　　　　大学において専攻課程を設置している場合には，専攻課程）の記載は不要です。

　　　・　学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員と収容定員は「－」とし，「備考」に「平成

　　　　○年より学生募集停止」と記入してください。

（注）・　本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が，既に設置している全ての大学の

　　　　学部，学部の学科，短期大学の学科及び高等専門学校の学科について，大学，短期大学又は高等

　　　　専門学校ごとに，平成２３年５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。）

　　　・　認可申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。

宮崎県児湯郡高
鍋町大字南高鍋
11609 平成21年度より

学生募集停止
（造園学科，地
域環境学科）

宮崎県宮崎市霧
島５丁目1番地2

宮崎県都城市立
野町3764番地1

　南　九　州　短　期　大　学

短期大学
士（国際
教養）

宮崎県宮崎市霧
島５丁目1番地2

４　既設大学等の状況

　南　九　州　大　学

宮崎県児湯郡高
鍋町大字南高鍋
11609 平成21年度より

学生募集停止
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　平成22年３月

　島井哲志教授辞任のため

　平成22年度より担当者の

　変更「後任未定」

平成22年9月吉中淳准教授辞任の
ため平成23年度より担当者の変
更（23）
平成23年1月教員審査済

兼担 准教授
吉中　淳
（41）

平成22年４月 教育心理学 専任

＜共通＞

（１） 担当教員表

氏　　名
（年　齢）

就任予定年月 担当授業科目名
兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

の別　 の別　

認　可　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

備　　考
専任・

職名
氏　　名

（年　齢）
就任予定年月 担当授業科目名

兼任 講師
日髙　基孝
（63）

平成23年４月 生活 兼任

廣田　彰
（67）

平成22年4月

平成23年4月

専任・

職名

日髙基孝講師就任辞退（23）

ﾌﾞﾗｲｱﾝ･ｽﾓｰﾙ
（40）

講師
磯部　美良
（35）

平成23年4月

氏　　名
（年　齢）

就任予定年月

　「子ども教育入門ゼミ」「子
　ども教育プレゼミ」「子ども
　教育専門ゼミⅠ」「子ども教
　育専門ゼミⅡ」「卒業研究」
　については他に担当者がいる
　ので支障はない。（22）

講師
石井　秀信
（64）

平成23年4月

担当授業科目名

講師

平成22年10月黒原智宏講師担当
辞退のため平成22年度より担当
者の変更（23）

兼任 講師
宮下　和子
（61）

平成23年４月
英語Ａ
英語Ｂ

講師

宮下和子講師就任辞退（23）平成23年4月

認　可　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

准教授
黒川　久美
（60）

保育・教育課
程論
保育実習指導
Ⅱ又はⅢ

平成23年4月から
教育課程の充実を図るため、科
目を追加（23）
平成23年1月教員審査済

備　　考
職名

専任

講師
若生　潤一
（38）

兼担 講師

竹内　千春
（42）

講師
田村　理恵
（41）

平成22年４月 歴史と社会
平成23年3月田村理恵講師辞任の
ため平成23年度より担当者の変
更（23）

兼任 講師
黒原　智宏
（36）

平成22年４月 日本国憲法 兼任

平成23年4月兼任

平成23年4月

兼任

兼任 平成23年4月

５　教員組織の状況

平成23年3月若生潤一講師辞任の
ため平成23年度より担当者の変
更（23）

兼担 准教授
吉中　淳
（41）

平成22年４月

教授

キャリアデザイン

（１） 担当教員表

生物の世界

平成22年9月吉中淳准教授辞任の
ため平成23年度より担当者の変
更（23）
平成23年1月教員審査済

兼任

就任辞退（22）

平成22年４月 物理の世界 講師

講師

専任・

職名
氏　　名

（年　齢）
就任予定年月 担当授業科目名

専任・

兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

の別　 の別　

　

島井　哲志
（59）

平成22年４月

現代人のこころ

専 教授

障害児心理学

人間発達概論

　 発達心理学Ⅰ

ライフスキル教育 　現代人のこころ」は、１，
　２，３，４年のどの学年で
　受講してもいいので、今年
　度は開講せずとした。子ども教育入門ゼミ

子ども教育プレゼミ 　「人間発達概論」オムニバス
　のため，島井教授担当分を兼
　任教員に変更。子ども教育専門ゼミⅠ

子ども教育専門ゼミⅡ

卒業研究

専 講師
宮内　孝
（49）

平成22年４月 スポーツと健康

専

山口　雅篤
（57）

平成22年10月兼担

専任

平原　洋和
（72）

徳永　孝一
（68）

＜人間発達学部　子ども教育学科＞

兼担 教授
長谷川　二郎

（63）
平成22年４月

教授
黒木　哲徳
（67）

平成23年4月

教員資格審査不可判定ため，兼
任教員に変更（22）
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（２） 専任教員数

（注）・「認可時の計画」には，設置認可時に予定されていた完成時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入し，

　　　　「変更状況」には，平成２３年５月１日現在（就任予定の者を含む）の状況を記入するとともに，［　］内に設置認可時の

　　　　計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

認　可　時　の　計　画 変　　更　　状　　況
備　　　　　考

教　授 准教授 講　師 助　教 計 助　手 教　授 助　手

7 3 5 0 15 0 15

准教授 講　師 助　教 計

( 1 ) ［　0　］ ［　0　］ ［　0　］

0 7 3 5

［　0　］ ［　0　］ ［ ＋１ ］

1

( 6 ) ( 3 ) ( 4 ) ( 0 ) ( 13 )

　　　　記入してください。

（注）・認可申請書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　　　なお，当該設置に係る学部，学科等に所属しない教員であって，全学共通，学部共通などの授業科目を担当する教員組織に

　　　　所属している場合は，〈○○学部　△△学科〉の箇所を「共通」とし，表を分けて作成してください。

　　　・　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。

　　　・　辞任者は「備考」に退職年月，氏名，理由を記入してください。

　　　・　年齢は，「認可時の計画」には開設時現在の満年齢（科目就任時の満年齢ではありません）を，「変更状況」には

　　　　平成２３年５月１日現在の満年齢を記入してください。

　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」に「（教員審査省略）」及びその変更の理由，変更年度

　　　　（　）書き等のみを記入してください。

　　　・　専任教員を変更する場合は，当該専門教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画変更書」を提出し，

　　　　大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（AC教員審査）を受けてください。AC教員審査を受けずに専任教員として授業等を

　　　　担当することは出来ません。

　　　・　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は「昇格」をいう。）は，

　　　　変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は，「変更状況」の「氏名」に「後任未定」と記入し，

　　　　及び今後の採用計画を「備考」に記入してください。

　　　　　また，「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を

　　　　提出し，教員判定の結果が出ていない場合は「○年○月変更書提出済」，変更書を提出予定の場合は「○年○月変更書提出予定」と
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（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　

（注）・上記（３）の教員の辞任等による学生の履修等への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周知方法」を記入してください。

　　　　

（注）・設置認可時の計画からの専任教員の辞任等の理由について，可能な限り具体的に記入してください。

①　本人の自己都合なのでやむを得ないが、同教員の担当をしていた心理関係の科目をカバーできる教員がいることもあるので、すぐに困る
　　ことはないが、今後、後任補充も含めた対策を講じる予定である。
②　現在は新年度の１年生のみであり、大きな混乱はない。学生９人に２人の担任を配した指導を行っており、学生への周知方法に問題は
　　ない。

３

２

１ 教授 島井　哲志 当人の自己都合（別大学に転出）

（３） 専任教員辞任等の理由

番　号 職　位 専任教員氏名 辞任（就任辞退を含む）等の理由
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　平成22年３月

　○○○○教授辞任のため

　平成22年度より担当者の

　変更（22）

　平成22年７月

　変更書提出（23）

　

………のため，就任が遅延

（23）

平成22年10月

□□□□准教授就任辞退（23）

　｢後任未定｣平成23年10月

　から専任教員採用予定で

　公募中。

　｢金融論｣は，他に担当教

　員が１名いるため，支障

　はない。

平成23年４月から

　教育課程の充実を図るた

　め，科目を追加（23）

（　　　　　） （　　　　　）

研究指導教員 研究指導補助教員 計

［　　　　　］

（注）・認可申請書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　　　なお，当該設置に係る研究科等に所属しない教員であって，全学共通，学部共通などの授業科目を担当する教員組織に

　　　　所属している場合は，〈○○研究科　○○専攻（○○課程）〉の箇所を「共通」とし，表を分けて作成してください。

　　　・　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。

　　　・　辞任者は「備考」に退職年月，氏名，理由を記入してください。

　　　・　年齢は，「認可時の計画」には開設時現在の満年齢（科目就任時の満年齢ではありません）を，「変更状況」には

　　　　平成２３年５月１日現在の満年齢を記入してください。

計

　　　　　また，「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を

　　　　提出し，教員判定の結果が出ていない場合は「○年○月変更書提出済」，変更書を提出予定の場合は「○年○月変更書提出予定」と

　　　　記入してください。

　　　・　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は「昇格」をいう。）は，

　　　　変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は，「変更状況」の「氏名」に「後任未定」と記入し，

　　　　及び今後の採用計画を「備考」に記入してください。

平成20年４月

国際経済学
日本経済概論

専

（記入例）

教授

　

国際経済学

兼任 講師

　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」に「（教員審査省略）」及びその変更の理由，変更年度

　　　　（　）書き等のみを記入してください。

（注）・「認可時の計画」には，設置認可時に予定されていた完成時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入し，

　　　　「変更状況」には，平成２３年５月１日現在（就任予定の者を含む）の状況を記入するとともに，［　］内に設置認可時の

　　　　計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

［　　　］［　　　　　］（　　　　　） （　　　） ［　　　　　］

　

○○○○論

日本経済概論

（２） 専任教員数

○ ○ ○ ○
（○○）

研究指導教員 研究指導補助教員

変　　更　　状　　況認　可　時　の　計　画
備　　　　　考

助　手助　手

専任・

兼任　

兼担・

専

の別　

職名 就任予定年月 担当授業科目名
氏　　名

（年　齢）

専任・

担当授業科目名
兼担・

兼任　

の別　

氏　　名
（年　齢）

職名 就任予定年月

平成22年10月

５　教員組織の状況「該当なし」

＜○○研究科　○○専攻（○○課程）＞

准教授
● ● ● ●
（○○）

（１） 担当教員表

備　　考

◇ ◇ ◇ ◇
（○○）

◆ ◆ ◆ ◆
（○○）

講師兼任 平成22年４月

平成22年４月
国際経済学

日本経済概論

認　可　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

講師

後任未定准教授

平成23年４月

専
△ △ △ △
（○○）

平成21年４月 商　　　法

兼担 教授
▲ ▲ ▲ ▲
（○○）

　　　・　専任教員を変更する場合は，当該専門教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画変更書」を提出し，

　　　　大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（AC教員審査）を受けてください。AC教員審査を受けずに専任教員として授業等を

　　　　担当することは出来ません。

専 平成22年10月 金　融　論
□ □ □ □
（○○）
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（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　

（３） 専任教員辞任等の理由

番　号 職　位 専任教員氏名 辞任（就任辞退を含む）等の理由

２

１

３

（注）・上記（３）の教員の辞任等による学生の履修等への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周知方法」を記入してください。

　　　　

（注）・設置認可時の計画からの専任教員の辞任等の理由について，可能な限り具体的に記入してください。

21



区　　　分 留　意　事　項 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

認　　 可　　 時

（21年10月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（23年2月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（□□年□□月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（●●年●●月）

６　留意事項に対する履行状況等

１．教員の補充を必要とされ
た２授業科目については，科
目開設時までに教員を充足す
ること。

２授業科目とも兼任可の判定
であり、以下のように履行す
る。
・「スポーツと健康」１年次
通年は兼任教員を充足した。
・「教科教育法（体育）」３
年次　前期はＡＣ再判定もし
くは兼任教員を充足予定。

健康栄養学部食品健康学科、
人間発達学部子ども教育学科
の定員充足率が０．７倍未満
となっていることから、学生
確保に努めるとともに、今後
の定員の在り方について検討
すること。

【食品健康学科】
　健康栄養学部食品健康学科
では、平成22年度までの定員
充足率が0.7倍未満であること
を踏まえ、学生を食品系専門
職業人として養成するため、
実学的教育・研究の充実を
図った。
　具体的な施策は、（1）高大
連携の実施、（2）産官学連携
による新食品の開発促進、
（3）醸造・発酵系教育研究の
充実、（4）酒造試験製造免許
取得や設備の充実、（5）就職
支援科目（「ｷｬﾘｱﾌｫｰﾒｰｼｮ
ﾝ」）の開設、（6）資格取得
支援科目（「ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ」）の
開設、（7）南九州大学卒業教
員との連携強化である。結果
として平成23年度入学定員充
足率は0.87倍、平均定員充足
率は0.72倍となり、好転の兆
しが見えた。
　平成23年度は上記に加え、
学科の教育内容をより明確に
するため「食品開発科学科」
に名称変更（届出予定）し、
定員確保に努める。

【子ども教育学科】
　人間発達学部子ども教育学
科では、昨年度に比べ受験生
は定員を上回っていたが、国
立との併願が多く、想定以上
の辞退者があった。今後はよ
り一層の教育内容の発信につ
とめ認知度を高め受験生の増
加を図りたい。
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（注）・　「認可時」には，当該大学等の設置認可時に付された留意事項（学校法人の寄附行為又は

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　　履行状況等について，毎年度，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料を添付

　　　・　定員管理に係る留意事項への履行状況については，指摘を受けた学科等についてのみ記入して

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等について，

　　　　毎年度，具体的に記入し，報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された留意事項に対する

　　　　してください。

　　　　ください。
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認　可　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

①　修了要件単位数 ①　変更なし

　　１２８単位　必修科目３４単位，選択科目２５２単位

　　　 　

②　施設・設備 ②　学生の修学環境を改善するため，図書を６０４冊増書

　ａ　講義室１２室（1,666㎡） 　した。

　ｂ　自習室２室（80㎡） 　

　ｃ　図書６，０００冊

　　　　　・委員長の選出

　　　　　・今年度前期のＦＤ活動・ＦＤ推進委員会の組織体制

　　　　　・学生による授業評価アンケート（以下「授業評価アンケート」）の実施状況

　　　　　・ユニバーサル・パスポートによるアンケートのトライアル実施

　　　　　・集計作業について（集計期間と取り纏め作業）

　　　　　・ＦＤ講演会の実施について

　　　　　・現行規程の改定の必要性について

　　　　　・後期の授業評価アンケートの実施体制について（責任教員の設定）

　　　　　・教員相互による授業参観（以下「授業参観」）について

　　　　　・ＦＤ実働作業グループと将来計画グループの設定について

　　　　　・学科別アンケート結果の取り纏め（前期）について

　　　　　・後期のＦＤ活動について

　　　　　・９月２１日実施のＦＤ講演会について

　　　　　・後期の授業評価アンケートについて

７　その他全般的事項

＜人間発達学部　子ども教育学科＞

（１） 設置計画変更事項等

　　　　第３回　平成２２年　７月　８日（木） （１３人）

　　　　第４回　平成２２年　９月３０日（木） （１２人）

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

　　　　第４回　平成２２年　９月３０日（木）

　　　　第５回　平成２２年１１月１８日（木）

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　　　第８回　平成２３年　３月２９日（火） （１５人）

　ｃ　委員会の審議事項等

　　　　第１回　平成２２年　５月１３日（木）

　　　　第３回　平成２２年　７月　８日（木）

　　　　第１回　平成２２年　５月１３日（木） （１５人）

　　　　第２回　平成２２年　６月１７日（木） （１２人）

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

        ＦＤ推進委員会

（注）・　１～６の項目により記入した事項以外で，設置認可時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　認可申請書の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

　　　　第５回　平成２２年１１月１８日（木） （１２人）

　　　　第６回　平成２３年　１月２０日（木） （１３人）

　　　　第７回　平成２３年　２月２４日（木） （１４人）

　　　　第２回　平成２２年　６月１７日（木）
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　　　　　・授業参観について

　　　　　・授業改善報告書について（提出状況について）

　　　　　・前期の授業評価アンケート結果の学生への報告について

　　　　　・次年度ＦＤに関する事業計画（予算案）について

　　　　　・各学科のＦＤ取組み状況報告について

　　　　　・後期の授業評価アンケート実施報告

　　　　　・授業参観実施報告

　　　　　・授業評価アンケートの提出依頼

　　　　　・ＦＤ講演会について

　　　　　・ＳＤ推進委員会からの学生満足度アンケート調査についての報告

　　　　　・ＦＤ講演会の実施について

　　　　　・平成２２年度ＦＤ推進委員会報告書の全体取り纏めについて

　　　　　・各学科からの授業評価アンケートの検討結果と学科別ＦＤ活動の取り纏めについて

　　　　　・平成２２年度ＦＤ推進委員会報告書の取り纏めについて

　　　　　授業評価アンケートを実施し，教員に授業改善報告書の提出を依頼した。

　　　　　１授業を複数の教員が参観し，相互評価を実施した。

　　　　　教授会開催日にＦＤに相応しい内容で，その分野の専門家を招いて開催した。

　　　　　参加者は教員・職員を問わず多くの教職員が参加できるような時間を設定した。なお，開催内容

　　　　　７月５日～１週間程度　各学科の学生回答数及び実施教員数

　　　　　１２月９日～１２月１５日　各学科の学生回答数及び実施教員数

　　　　　環境園芸学科　　平成２２年１２月９日～１５日　実施教員５名，参観教員４名

　　　　　管理栄養学科　　平成２２年１２月１３日及び１２月１７日　実施教員２名，参観教員１名

　　　　　食品健康学科　　平成２２年１２月１３日及び１２月１５日　実施教員２名，参観教員２名

　　　　　子ども教育学科　平成２２年１２月　実施教員２名，参観教員０名

　　　　　　日時：平成２２年９月２１日

　　　　　　講演の題目「大学の組織文化とリーダーシップ」

　　　　　　講師：広島大学　大場　淳　氏

　　　　　　参加者：６０名

　　　　　　　＊アンケートを実施した。

　　　　　　日時：平成２３年２月２２日

　　　　第６回　平成２３年　１月２０日（木）

　　　　第７回　平成２３年　２月２４日（木）

　　　　第８回　平成２３年　３月２９日（火）

②　実施状況

　ａ　実施内容

　　（５）ＦＤ推進委員会活動報告書の作成

　ｂ　実施方法

　　（１）授業評価アンケートの実施及び授業改善報告書の提出依頼

　　（２）授業参観の実施（学科単位で実施要領は決定）

　　（３）ＦＤ講演会の実施（年間２回）

　　（４）次年度の事業計画の提案

　　（１）授業評価アンケートの実施及び授業改善報告書の提出依頼

　　（２）授業参観の実施（学科単位で実施要領は決定）

　　（３）ＦＤ講演会の実施（年間２回）

　　　　　ＦＤに相応しい題目での「ＦＤ講演会」を２回実施した。

　　　　　についてのアンケートを実施した。

　　（４）次年度の事業計画の提案

          次年度のＦＤに関する事業計画（予算案）について提案された。

　　（５）ＦＤ推進委員会活動報告書の作成

　　　　　各学科及び教養・教職センターにおいて，各項目についての報告書を作成した。

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　（１）授業評価アンケート（前期）の実施及び授業改善報告書の提出依頼

　　　　　授業評価アンケート（後期）の実施及び授業改善報告書の提出依頼

　　（３）授業参観の実施（学科単位で実施要領は決定）

　　（４）ＦＤ講演会の実施（年間２回）

　　　　　第１回目

　　　　第２回目
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　　　　　　講演の題目「発達障がいのある学生の理解と支援」

　　　　　　講師：鹿児島大学　片岡　美華　氏

　　　　　　　　社会福祉法人麦の芽福祉会　岩松　大海　氏

　　　　　　参加者：５８名

　　　　　　　＊第１回目同様，アンケートを実施した。

            次年度のＦＤに関する事業計画（予算案）について，「ＦＤ講演会の実施」「ＦＤセミナーの

　　　　　「実施」「及び「補習授業の実施」が提案された。

　　（６）ＦＤ推進委員会活動報告書の作成

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

（３） 自己点検・評価等に関する事項

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　学部設置後1年が終わったばかりで十分な評価ができるまでには至ってないが、今までのところ順調である。
　一人も休学者や退学者を出さすないという大きな目標があったが、学生9名に2名の教員を配置した班ごとの活動によ
る指導体制により、何とか落後者を出さずに2年生になることができた。2年目は、1年生と2年生を組み合わせたホーム
制とし8名位を一つの班として指導する体制を確立している。
　また、設置趣旨や教育の目的については、新入生オリエンエン－テションや学期毎の受講登録指導（①設置趣旨や教
育の目的、CAP制、GPAの説明　②班別に分かれて大学での講義の受講のし方と受講登録を指導する）の中で、丁寧に説
明を行った結果、この1年問題なく履修できた。また、学生が勉学しやすく、教員とも常に接触できるように教員の研究
室フロアに学生自習室を3部屋確保しており、学生と教員のコミュニケーションが頻繁に行われ、学生の満足度も高かっ
た。
　4月の新入生との合同の説明会では、ＧＰＡが3.5以上の学生5人を学部長表彰した。3.5に達しなかった学生からは次
に頑張るという声もあり、表彰は思った以上の効果的であった。
　また、カリキュラム外であるが、学生が自らの夢を達成できるための課外授業（夢かな塾）を行い、市長や教育長を
はじめとして社会で活躍している方々の講話を取りれており、学生には好評であった。
　その他、保育士、教諭（幼稚園、小学校）になるのに必要なピアノ練習についても50台のピアノがあり、学生達は音
楽の担当教員のアドバイスを受けながら、余暇の時間に自律的に練習をしている。2年目からはグレードに応じたレッス
ンが受けられるように制度化した。

　　・平成１９年度に評価機関（日本高等教育評価機構）の評価を受け、基準を満たしていると認定された。

（注）・　設置認可時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　・公表未定

　ｂ　公表方法

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。

③　認証評価を受ける計画

　　　　　各学科における「授業評価アンケート報告」「授業参観報告」「学科独自の活動報告」について

　　　　それぞれ纏め，57頁に及ぶ報告書を作成した。

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　　授業評価アンケート，授業参観，ＦＤ講演会他については全て教授会で結果を報告し，今後の授業の

　　進め方の参考とした。また，ＦＤ推進委員会の活動報告書を作成し，学長に報告した。

　

　　（５）次年度の事業計画の提案
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（４） 情報提供に関する事項

○　設置計画履行状況報告書

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　ｂ　公表予定時期　　　　　　　　　　　　　　　（　　平成２３年　７月　１日　　）

　ｃ　文部科学省ホームページから、貴学ホームページの「設置計画履行状況報告書」掲載ページへのリンク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　承 諾 す る　・　承諾しない　）

　d　上記で「承諾する」を選んだ場合、そのリンク先のアドレス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（http://www.nankyudai.ac.jp/abouthuman.html）

（注）・「ｃ」において「承諾する」場合，文部科学省のホームページにてリンク先を掲載しますので，大学等の

　　　　トップページではなく直接リンクする先を「ｄ」に記入してください。

　　　　　なお，「ｄ」のリンク先のアドレスが未定の場合は，決まり次第，文部科学省高等教育局大学設置室あてに，

　　　　メールにてご報告ください。

　　　　　※大学設置室メールアドレス ： d-secchi@mext.go.jp
　　　　　　　件名は「【調査係あて】AC報告書等HPリンク先（○○大学）」としてください。
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